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－総括１－ 

 
新規事業及び重要事業総括表 

 

Ⅰ 総 額   

 

  【埼玉県流域下水道事業会計】 

区分 平成３０年度 平成２９年度 伸び率 

予算総額 ８１,８５８,５３２ 千円 ８１,６８１,０７４ 千円   ０．２％ 

 
収益的支出 ５１,８３８,５５０ 千円 ５１,４９４,５０８ 千円  ０．７％ 

資本的支出 ３０,０１９,９８２ 千円 ３０,１８６,５６６ 千円 △０．６％ 

 
 
 
Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                     （単位 千円） 

 

 １ 下水道施設の保全と災害対策の強化 
  Ｐ１            ストックマネジメントの推進                １８０，７１６ 

 
 
  Ｐ２       下水道施設の老朽化対策の推進           １１，９０４，１６４ 

 
 
  Ｐ３      下水道施設の災害対策の推進                ３，７２４，１２０ 
 

 

 
２ 新たな事業環境の変化への対応 

  Ｐ４  一部新規  下水道資源の有効活用の推進              ２，４５７，６００ 
 

 

  Ｐ５  一部新規  下水道事業の共同化・広域化の推進             ４８，２７４ 

 

 

  Ｐ６     下水道事業における高度処理化の推進               ４３８，０００ 

 

 
 
３ 下水道事業の広域連携による共通課題への取組 

  Ｐ７     下水道事業の広域連携のための共有基盤の構築           １，０００ 

 
 
  Ｐ５  一部新規  下水道事業の共同化・広域化の推進             ４８，２７４（再掲） 

 



   －１－ 

ストックマネジメントの推進 
   

担当 下水道事業課 建設担当 
内線 ５４５６ 

１ 目 的 

下水道事業着手後５０年が経過し、これまで取り組んできた機械・電気設備の改築に加え、

今後は標準耐用年数が５０年である土木・建築施設も本格的な改築時期を迎える。これら施

設全体の老朽化対策を進めつつ、耐震化等の災害対策、下水道資源の有効活用、高度処理化

などの事業を中長期にわたり計画的、効率的に執行するための総合的なストックマネジメン

ト計画を策定する。 
本計画では、流域内人口等の動向を踏まえながら中長期的に必要となる建設改良事業の内

容や規模を適正に見通すとともに、毎年度の事業費や事業量の平準化を念頭に、施設・設備

の重要度や老朽化の程度等に基づき主要プロジェクトや個別事業の優先度等を定め、５年程

度の実施事業を示していく。 
 

 
 
 
 
 
 
２ 事業の内容  

 （１）下水道施設の点検・調査（１３５，４００千円） 

 今後改築が本格化していく土木・建築施設の点検・調査を実施する。 

 （２）下水道台帳システムを活用した健全度の算出（６，５４６千円） 

    （１）の結果等を活用し、全施設の健全度を算出し、改築事業の見通しなどストック

マネジメント計画に反映する。 

 （３）ストックマネジメント計画の策定（３８，７７０千円） 

   ・流域下水道事業全体の中長期的な事業規模の見通し 

   ・優先的に取り組む主要プロジェクトの選定 

   ・５か年（平成３１年度～３５年度）程度の実施事業の明示 
 
   ※ストックマネジメント計画の策定を平成３０年度中に完了する。以降はすべての改築

事業は本計画を基に実施するとともに、修繕についても本計画と整合をとって実施し

ていく。 

 

３ 平成３０年度予算額   １８０，７１６千円 

 

 

ストックマネジメントの導入による事業費の平準化 耐⽤年数である50年で単純更新 

ストックマネジメントの導入による事業費の平準化イメージ（国土交通省資料より） 

 
 
 

事
業
費 

経過年数 経過年数 

 
 

事
業
費 



－２－ 

下水道施設の老朽化対策の推進 
   

担当 下水道事業課 建設担当 
内線 ５４５６ 

 

１ 目 的 

  下水道事業着手後５０年が経過し、施設の老朽化対策が課題となっている。重大事故を防

止するために、下水道施設の計画的な改築を行う。 
 
  

２ 事業の内容  

  下水道施設の改築 

  第２次長寿命化計画に基づき処理場・ポンプ場の機械、電気設備の計画的な改築を行い、

施設の安定的、継続的な処理機能を確保する。 

 
  平成３０年度の主な工事 

  ・汚泥焼却炉の改築：荒川水循環センター（戸田市）  

  ・水処理電気設備の改築：新河岸川水循環センター（和光市） 

  ・送風機機械・電気設備の改築：中川水循環センター（三郷市） 

 
 

 
 
 
 
 
    

 
 
３ 平成３０年度予算額   １１，９０４，１６４千円 

中川水循環センター 
送風機 

荒川水循環センター 
汚泥焼却炉 

新河岸川水循環センター 
⽔処理電気設備 



－３－ 

下水道施設の災害対策の推進 
   

担当 下水道事業課 建設担当

内線 ５４５６ 

 

１ 目 的 

本県の流域下水道施設は、耐震基準が強化される以前に建設された施設が多く、大規模地

震への対策が課題となっている。また、近年の集中豪雨の多発、都市化の進展による雨水流

出量の増大など、都市部の内水氾濫対策も必要となっている。 

大規模地震や洪水時などにおいて、生活環境や公共用水域の保全といったライフラインと

しての機能を果たせるよう、流域下水道施設の災害対策を推進する。 

 

２ 事業の内容 

 （１）下水道施設の耐震化 （３，５８９，１２０千円） 

    汚水を処理場まで送る機能及び処理場において処理・放流する機能の確保を目標とし

た「流域下水道総合地震対策計画(平成２６～３０年度)」に基づく施設の耐震化等の工

事を推進する。 

    平成３０年度の主な工事 

    ・人孔の耐震化（浮上防止）工事：中央幹線（越谷市） 

    ・処理場の水処理流出渠耐震化工事：元荒川水循環センター(桶川市) 

    ・ポンプ場の耐震化工事：日進中継ポンプ場(さいたま市)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）浸水対策の推進 （１３５，０００千円） 

    砂川堀雨水幹線の堤防嵩上げ及び下水道施設の浸水対策事業を実施する。 

    平成３０年度の主な工事 

    ・堤防嵩上げ工事：砂川堀雨水幹線（富士見市） 

    ・処理場周囲堤工事：新河岸川水循環センター（和光市） 

 

３ 平成３０年度予算額   ３，７２４，１２０千円 

耐 震 改 修 工 事 の 例 

パイプ 

流出渠の耐震化 人孔の浮上防止 

アースドレーン工法 

マンホール周辺に透水性のあるパ

イプを埋設し、地中の排水性を高

め、液状化による浮上を防ぐ 

鉄筋による補強 

施設（ポンプ場等）の耐震化 

壁等を削孔し補強鉄

筋を設置 

補強前 補強後 

伸縮可とう継手の設置 未補強による破損 



一部新規 

－４－ 

下水道資源の有効活用の推進 

 

担当 下水道事業課 計画・管理・エネルギー担当、建設担当 

内線 ５４６６、５４５６ 

 

１ 目 的 

  焼却炉等の改築更新に合わせて下水汚泥や廃熱等の下水道資源を有効活用できる汚泥

処理システムを導入することにより、再生可能エネルギーの活用促進、地球温暖化対策

などの環境問題への貢献を図る。 

 

２ 事業の内容補助燃料 

（１）バイオガス発電事業の実施（２，３９９，６００千円） 

   バイオガスを活用した発電を行うための設備（消化タンク等）を導入する。 
 

 【バイオガス発電のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

  ・元荒川水循環センター：平成２７年度事業着手、平成３１年度発電開始予定 

  ・中川水循環センター：平成２９年度事業着手、平成３２年度発電開始予定 

 

（２）新たに導入する汚泥処理システムの検討（５８，０００千円） 

   新技術の開発動向等を踏まえ、バイオガス発電や汚泥焼却炉発電（焼却炉廃熱を発電

に有効活用）など、より効率的なシステムを検討する。 
 
 【汚泥焼却炉発電のイメージ】 
 

 

 

 

 

 
 

  ・元荒川、新河岸川水循環センター：平成３０年度検討開始 

 

３ 平成３０年度予算額   ２，４５７，６００千円 

蒸気 

汚泥の減容化 

余剰分売却 
バイオガス 

 

消化タンク 
（整備中） 

   

 

補助燃料 

汚泥焼却炉 
（汚泥減容化に伴 

  い小型化が可能） 

バイオガス発電 
(余剰ガスで発電) 

電 ⼒ 

汚泥 
（濃縮） 
 

 

廃熱活用による発電 
 

汚泥 
（脱水）

汚泥 
（濃縮） 

汚泥 
（脱水）

新 

ボイラー 

焼却炉 

発電機 

⺠設⺠営 



一部新規 

－５－ 

ＷＩＮ！ ＷＩＮ！

市町・組合 埼玉県

下水道事業の共同化・広域化の推進 

 

担当 下水道事業課 計画・管理・エネルギー担当 

内線 ５４６４ 

１ 目 的 

県内下水道事業の共同化・広域化を進め、市町村の公共下水道事業の安定的・継続的

な経営の支援と流域下水道事業の経営基盤の強化を図る。 

 

 ・下水道経営の安定化                           ・流域下水道事業の 

 ・下水道事業に係る                             経営基盤の強化 

  コストの削減                              ・施設稼働率の向上 

 

２ 事業の内容 

（１）下水汚泥の共同処理（共同化）（２８，２７４千円） 

単独公共下水道の終末処理場から発生する脱水汚泥を、流域下水道の水循環センタ

ーで受入れて処理する。 

平成３０年度から３団体（予定）の受入を開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）農業集落排水施設の公共下水道への接続（広域化）（２０，０００千円） 

流域関連市町で所管する農業集落排水施設を中継ポンプ場に改造する等により流域

関連公共下水道へ接続し、流域下水道の水循環センターで処理する。 

平成３０年度は協議・調整の完了した地区の手続きを開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成３０年度予算額   ４８，２７４千円 

埼玉県流域下水道 

 

 
 
 
 
 
・ 
・ 
・ 

複数の水循環センター
の焼却施設の運転余力
を活用し流域下水道の
汚泥と共同処理 

●市町・組合が 
脱水汚泥を運搬 

脱水汚泥 

a 水循環ｾﾝﾀｰ 

汚泥焼却灰 

単独公共 

下水道 

再資源化 

施設 

●県は脱水汚泥の 
受入れ、処理を行う 

 

Ｔ 

農集処理区 

Ｔ  Ｐ

下水処理区 

中継ポンプ場に改造 水循環センター 



－６－  

下水道事業における高度処理化の推進  
 ～東京オリンピック・パラリンピックの支援～ 

 

担当 下水道事業課 計画・管理・エネルギー担当、建設担当 

内線 ５４４８、５４５６           

 

１ 目 的 

  荒川や中川が流下する東京湾では赤潮・青潮の発生が顕在化していることから、窒素

やりんによる富栄養化防止のため、下水処理施設での高度処理の導入が求められている。 

  このため、東京オリンピック・パラリンピックの開催も視野に、平成３２年度当初ま

でに東京湾関連（７流域）の全水循環センターにおいて高度処理化率１００％を目指し

て水質向上を図る。 

 

２ 事業の内容 

（１）スケジュール 

 

 

 

 

（２）実施内容 

      汚水処理施設の大規模な改造をせずに運転方法を工夫することで、窒素、りんを標

準的な処理方法より多く除去できる段階的高度処理を導入する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成３０年度予算   ４３８，０００千円  

 

    

 

 

有機物及び窒素の除去 

反応タンク 
流⼊⽔ 処理水 

最終 
沈殿池 

送風機 

返送汚泥量 UP 余剰汚泥

嫌気タンク 好気タンク 好気タンク 好気タンク 

りんの除去 
送⾵量 UP 

微⽣物濃度 UP 

制限ばっ気 
 ：運転方法の工夫 

 

18.5系列／34系列 

【平成29年度】 

全系列 

⾼度処理化 

【平成32年度】 

・平成30年度供⽤：4.5系列 
 (荒川上流、市野川⽔循環センター) 

・平成31年度供⽤：11系列 
 (荒川、元荒川、古利根川⽔循環センター) 

【標準的な処理方法の例】 

【段階的高度処理の例】 

※好気タンク・・・酸素が多くある状態

※嫌気タンク・・・酸素が少ない状態 

  

        

  

  

主に有機物の除去 
反応タンク 
流⼊⽔ 処理水 

最終 
沈殿池 

送風機 

返送汚泥 
余剰汚泥

好気タンク 好気タンク 好気タンク 好気タンク



－７－ 

下水道事業の広域連携のための共有基盤の構築 

担当 下水道管理課 企画・調整担当 
内線 ５４４０ 

 

１ 目 的 

県民生活に欠かせない下水道を安定的・継続的に経営していくため、県内で下水道事

業を運営する県と市町村・組合と下水道公社が広域的に連携して当面する共通課題に取

り組む。 
 
２ 事業の内容  

  ３者による広域連携のステージとして「下水道事業推進協議会」を設置・運営する。 

  広域連携の対象として取り上げる当面の重点課題は、次のとおり。 

 

 （１）危機管理対応に関する連携 

大規模地震などの災害発生時に備え、危機管理対応に係る広域的な連携を推進する。 

      【実践的な訓練の継続】          【下水道BCPの共有】 

 

 

 

 

 

 （２）下水処理に関する連携 

   流域下水道及び公共下水道の事業連携により広域的な下水処理システムを構築する。 

      【下水汚泥の共同処理】         【農業集落排水の取込】 

 

 

 

 

 

 （３）市町村への技術支援 

   下水道公社が培ったノウハウを活かし、県内市町村等の技術力の向上を推進する。 

 

 

 

 

 

 

３ 平成３０年度予算額   １，０００千円 

県 

 事業者 

・実動訓練（H29.10） 
・図上訓練（H30.1） 
毎年度実施 

県 

 

・改正内容等に係る 
 意見交換 

現場力の向上 

単独公共下水道 

県流域下水道 

汚泥の一部 

・３団体（予定）から 
 受入開始 
平成30年度から 

流域公共下水道 農業集落排水 接続 

県流域下水道 

受入 
・関係機関との協議・支援 

順次実施 

市町村等 

下水道公社 

技術支援 

・設備機器の維持管理業務サポート（修繕業務や省エネ診断） 
・市町災害訓練サポート（企画立案や実施運営） 
・現場体験型技術研修（保守点検、水質管理等） 等 

オーダーメード型で実施 

参加 情報共有 

市町村等 市町村等 

要望 


